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新型コロナ、外出が戻る国・戻らない国 
～世界の 54.1％の国（ＧＤＰベース）が正常化に向かい始めている～ 

第一生命経済研究所 調査研究本部 経済調査部 

副主任エコノミスト 星野 卓也（℡：03-5221-4547） 

（要旨） 

○新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、IT企業から各国の位置情報データが公表されている。人

の外出状況を示すデータが、経済動向の一つの物差しになると期待されている。 

 

〇Googleのモビリティデータのうち、128か国の「住宅にいる時間（平時対比の変化率）」のデー

タに対して、教師なし機械学習の一つである階層的クラスタリングを行い、国ごとにその「水

準」と「変化の方向性」に関する分類を行った。 

 

〇「住宅にいる時間の水準」は多くの国が中位グループの平時より「長い」に分類。「方向性」に

ついてみると“減少”傾向にあるクラスターに分類されたのは 54か国。これらの国の GDPを合算

すると世界 GDPの 38.3％に上る。中国に関しては Googleデータがないが、関連情報を踏まえると

経済正常化に向かっているとみられ、これを加えると 54.1％となる。 

 

〇多くの国ではまだ住居滞在時間の水準が平時より長いままであるが、方向感としては徐々に減少

している。世界経済は一旦４月に底をつけることがモビリティデータから示唆される。 

 

〇モビリティデータを機械学習手法で分類 

 新型コロナウイルスの感染拡大に伴って、多くの国が外出規制を敷いている。こうした中、IT企業

が感染症対策に活用する観点から、各国・各地域の位置情報データを公開している。これが実体経済

の動きを測る物差しの一つとして注目されている。本稿では、教師なし機械学習のひとつである階層

的クラスタリングを用い、各国のモビリティデータを解析する。 

分析には、Googleのデータを用い、データの欠損状況等を勘案して対象国は 128か国とした。

Googleのモビリティレポートでは、「小売・レクリエーション施設」「食料品店・薬局」「公園」

「駅」「職場」「住居」にいる時間が、平時（１月３日～２月６日までの５週間の中央値）と何％異

なっているかを公表している。今回の分析では、代表値として「住居にいる時間」を用いた。住居に

いる時間が増えることは外出時間が減ることを示唆し、外出動向を包括的に把握できると考えたため

だ。 

このデータに対して、①住居にいる時間の「水準」（４月～５月上旬）、②住居にいる時間の「方

向性」（４月下旬～５月上旬）に着目した２種類のクラスタリングを行った（詳細は「参考」を参

照）。クラスタリングはデータをその動きの類似性に着目して分類する手法である。①について３分

類、②について４分類、計１２分類のグループに各国を分類した表が資料１である。 
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資料１．「住居にいる時間」に基づいたクラスタリングの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）Googleデータのない国があるため、GDPシェアの合計値は 100％に満たない（80.0％。なお、中国を加えると

95.8％、2018年名目 GDP・US$を基準）。 

（出所）Google、世界銀行より第一生命経済研究所が作成。 

 

〇グローバル経済は一旦４月に底をつけることが示唆される 

 まず、住居にいる時間の「水準」に着目したグルーピングをみると、多くの国が中位グループの

「長い」に分類されており、４・５月に多くの国で新型コロナウイルスの感染拡大に伴う外出規制等

が影響したことが明らかになる。また感染が急速に広がるシンガポールや厳しい外出規制を敷くフィ

リピンなどは高位グループの「特に長い」に分類、早期に感染を食い止めた韓国や、厳格な外出規制

を敷かなかったスウェーデンや日本は低位グループの「やや長い」に分類された。 

次に住居にいる時間の「方向性」に着目した結果をみると、「増加」が２か国、「横這い～やや増

加」が 13か国、「横這い～やや減少」が 59か国、「減少」が 54か国となった。方向性に着目する

と、外出減の度合いがさらに深刻になっている国は少数派であることも見えてきた。なお、日本は４

月に緊急事態宣言が発令、その後に外出規制が徐々に強められてきた経緯から「増加」に分類されて

いる。 

方向感について「減少」に分類された国の世界 GDPに対するシェアは 38.3％になる（世界銀行公表

住居にいる時間の水準

（平時対比）
変化の方向 国 国数

世界GDPに

対するシェア

特に長い 増加 0 0.0%

特に長い 横這い～やや増加 Singapore 1 0.4%

特に長い 横這い～やや減少
Bolivia, Botswana, Ecuador, El Salvador, Mauritius, Panama, Peru,

Philippines, Sri Lanka
9 1.1%

特に長い 減少 Malaysia, Zimbabwe 2 0.5%

長い 増加 0 0.0%

長い 横這い～やや増加 Bahrain, Indonesia, Kuwait, Qatar, Senegal, Turkey 6 2.6%

長い 横這い～やや減少

Argentina, Belgium, Bosnia and Herzegovina, Brazil, Chile, Costa Rica, Côte

d'Ivoire, Denmark, Dominican Republic, Egypt, Finland, France, Germany,

Honduras, Hong Kong, Hungary, India, Ireland, Jamaica, Kenya, Libya,

Malta, Mexico, Nepal, Netherlands, Oman, Pakistan, Portugal, Slovakia,

Spain, Switzerland, Thailand, The Bahamas, Togo, Trinidad and Tobago,

Uganda, United Arab Emirates, United Kingdom, Uruguay, Venezuela

40 28.3%

長い 減少

Angola, Aruba, Australia, Austria, Bangladesh, Barbados, Belize, Bulgaria,

Burkina Faso, Canada, Cape Verde, Colombia, Croatia, Czechia, Estonia,

Fiji, Gabon, Georgia, Ghana, Greece, Guatemala, Iraq, Israel, Italy, Jordan,

Kazakhstan, Kyrgyzstan, Laos, Lebanon, Lithuania, Luxembourg, Moldova,

Myanmar, Namibia, New Zealand, Nigeria, North Macedonia, Norway,

Paraguay, Poland, Puerto Rico, Romania, Rwanda, Saudi Arabia, Serbia,

Slovenia, South Africa, United States, Vietnam

49 37.7%

やや長い 増加 Japan, Tajikistan 2 5.8%

やや長い 横這い～やや増加 Afghanistan, Benin, Mali, Niger, Tanzania, Yemen, 6 0.2%

やや長い 横這い～やや減少
Belarus, Cambodia, Cameroon, Haiti, Mozambique, Nicaragua, South

Korea, Sweden, Taiwan, Zambia
10 3.4%

やや長い 減少 Latvia, Mongolia, Papua New Guinea 3 0.1%



 3 / 4 

 

 

 

 Economic Trends ／ マクロ経済分析レポート 

値をベース、2018年）。Googleのデータには中国が含まれていないが、関連情報を踏まえれば中国は

経済正常化に向けて着実に歩を進めていると考えられる。仮に中国が「減少」に分類されたとすれ

ば、「減少」分類国の世界 GDPシェアは 54.1％となり５割を超える。モビリティデータからは、グロ

ーバル経済が４月に一旦底をつけることが示唆されよう。 

 

（参考）クラスタリングに用いた手法について 

 一つ目のクラスタリングは公表されているに時系列クラスタリングを実施（４月１日以降のデー

タ）した。時系列データの距離計測には DTW（動的時間伸縮法）、クラスター間の距離計測には最遠隣

法を用いた。平日・祝祭日など曜日影響を除くために７日移動平均を利用している。結果、以下資料

２の(a)のように、概ね「その水準」に応じた分類がなされた。続いて、直近の変化の方向性による分

類を行うために、各国のデータについて基準時点（４月 20日とした）からの変化幅を取り、クラスタ

リングを実施した（資料２(b)）。それぞれのクラスタリング結果に基づいて、資料１の 12分類に国

を振り分けている。 

 

資料２．クラスタリング結果（横軸：日付、縦軸：「住居にいる時間（平時との変化率）」） 

(a) residential percent change from baselineの値をそのままクラスタリング 
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本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所が信ずる
に足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されることがあります。
また、記載された内容は、第一生命保険ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。 
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（b）4/20をゼロとして基準化した値をクラスタリング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（注）距離計測には DTW（動的時間伸縮法）、クラスター間の距離計測には最遠隣法を用いた。曜日の影響を除くため

に７日移動平均を利用。(a)のクラスタリングの分類のうち「３＝特に長い、２＝長い。１＝やや長い」、（b）のうち

「１＝横這い～やや増加、２＝減少、３＝横這い～やや減少、４＝増加」が資料１と対応している。５月９日までのデ

ータを利用。 

（出所）Google Mobility Report より第一生命経済研究所が作成。 

 

以上 


